
 

 

1.研究の背景と目的 

 かつて都市部の住宅は借家が中心であり、1941 年の

「大都市住宅調査」（厚生省生活局）によると、全国 6

大都市の借家率が約７割から 8 割、大阪、神戸では約 9

割であった。しかし、第二次世界大戦による焼失や地代

家賃統制令により、1953 年には、大阪で借家率が

90.8%(1941年)から 55.9％、神戸で 89.6％から 49.5％

と急速に減少している(表 1)。高度経済成長期には、

公団・公社による公的賃貸や民間賃貸が供給されるが、

国の持ち家政策により、賃貸住宅は質、量ともに拡充す

ることなく今日に至っている(図 1)。なかでも民間賃貸住

宅は、公団・公社がファミリー向けの郊外団地を供給し

たのに対し、主に都市部の単身者や夫婦に向けて、長屋、

文化住宅、賃貸アパート、ワンルームマンションなどの

小住宅を供給してきた。しかし、公的セクターによる新

規供給は終焉し、賃貸住宅の 3/4 を占める民間賃貸は注 1、

オーナー（以下「家主」と表記）の高齢化や建物の老朽

化により、更新の課題が顕在化している。 

 

 このようななか、近年、わずかではあるがリノベーシ

ョン物件やシャアハウスなど、新しいタイプの賃貸住宅

が登場している。これらの住宅は、立地、面積、築年数

など従来の不動産評価指標にはない魅力を付加したもの、

借り手のターゲットを絞ったもの、豊かな共用空間をも

つものなど、賃貸住宅の新たな潮流がみて取れる。つま

り、質・量とも乏しいと言われてきた民間賃貸住宅であ

るが、ようやく住まいとしての魅力化や多様化の傾向が

窺える。そして、この新しい潮流は、賃貸住宅の多くを

占める民間の家主がキーマンになり得ると考える。 

 そこで本研究は、魅力的な住環境や付加価値をもつ賃

貸住宅を提供する家主とは、どのような条件や考えをも

つのか、賃貸住宅の質的向上に向けた検討に示唆を得た

い。具体的には、家主の現状、所有物件の状況、老朽物

件の更新、魅力化に対する考えなどを把握する。なお、

わが国の賃貸住宅供給のほとんどは共同住宅であり、本

研究においても長屋、アパート、賃貸マンションなどの

共同住宅形式の賃貸住宅を研究対象とする。 
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1-2. 既往研究と本研究の位置づけ 

 賃貸住宅供給に関連する既往研究は、マクロな視点か

ら戦前戦後の所有形態の推移を分析した住田・檜谷の研

究 1）、建設助成などの間接供給効果を検証した高田の研

究 2）、民間借家経営の収益効果を分析した中園の研究が

ある 3）。近年の研究では、野澤が地方や郊外の賃貸アパ

ート乱立による住環境悪化に警鐘を鳴らし 4）、小西らは

賃貸住宅の価値に着目し、ヘドニックアプローチを用い

た東京都心部の賃貸住宅価格推計から「デザイン賞受賞」

という質的要素が付加価値の変数となる可能性を示唆し

ている 5)。また、太田らは供給主体による賃貸住宅経営

の差異を明らかにしている 6)。しかし、家主に関する研

究のほとんどは公的セクターを対象とし、民間家主に着

目した既往研究は極めて少ない。さらに近年の民間賃貸

住宅の家主についてはほとんど研究されておらず、東京

都が全国に先駆けて実施した「東京都マンション実態調

査 2013」7)において、初めて賃貸マンションの家主に関 

する調査結果が報告されている。以上より、本研究は既

往研究を参照しつつ、近年の民間家主を対象に、家主と

所有物件の現状、魅力化へ意向と課題を考察する。 

 

２. 研究方法 

 本研究は、大阪市の民間賃貸住宅の家主のおおまかな

概要を把握したうえで、家主へのアンケート調査を行っ

た。大阪市の民間家主を取り上げた理由は、大阪市は戦

前から借家のまちとして知られ注2、現在も長屋が残存し、

更新の課題が迫っていることから対象とした。調査は、

家主の団体である社団法人大阪賃貸住宅経営協会注 3 と

大阪中央共同住宅経営協会（以下「協会」と表記）にて

代表者等から会員の状況や協会への意見を聞き取り、そ

れらの結果を参照してアンケートを作成し、協会会員に

回答を依頼した。調査概要を表 2 に示す。 

以下、3 節では賃貸住宅に関わる住宅政策を概観し、4

節では社団法人大阪賃貸住宅経営協会注 3 の代表者等か

らの聞き取った民間家主の概要、5 節では家主へのアン

ケート調査結果を述べ、６節でまとめを行う。 

 

３.賃貸住宅に関わる住宅政策 

 わが国の住宅政策は、戦災による圧倒的な住宅不足へ

の対応から始まり、低所得層に向けた公営住宅、中堅所

得層向けの公団住宅、地方住宅供給公社、HOPE 計画な

ど、経済成長を背景に各役割を促進する政策が打ち出さ

れてきた。その後、バブル経済の崩壊、高齢化社会の到

来、阪神淡路大震災を経て、ファミリー層や高齢者層に 

向けた居住支援、耐震改修促進法、マンション管理適正

化法など住宅政策は時代とともに変化し、平成 18 年制

定の住生活基本法では、量から質、フローからストック、

ストック活用を柱とした政策に転換された。住生活基本

法に関連して、住宅セーフティネット法、高齢者居住法

も施行されている。住生活基本法で賃貸住宅に関わるも

のとしては、適正な維持管理やリフォーム、ハウスシェ

アリングやグループ居住、単身者高齢者や若者の新たな

共同居住の形、居住性能や外部性能など性能向上を図る

施策が採られている。 

 大阪市の住宅政策において民間住宅供給にかかわるも

のは、中堅所得者層に向けた「特定賃貸住宅建設資金融 

 

表 1 6大都市における借家率の推移 

 

図 1 大阪市における賃貸住宅供給の推移 

 

表 2 調査概要 

 

東京 横浜 名古屋 京都 大阪 神戸
6大都市

平均

1941 74.8 64.9 81.8 80.1 90.8 89.6 80.3

1948 51.5 42.1 62.5 76.1 75.1 61.1 61.4

1953 39.9 37.1 49.6 55.9 55.9 49.5 48.0

単位：% 出典：「大都市住宅調査」（厚生省生活局）

賃貸住宅の内訳(%) 平均住戸面積

＊グラフは大阪市統計書　住宅・土地統計調査「住宅の種類・住宅の所有の関係別一般世

帯数」「第25表住宅の所有関係(5区分）別住宅数」を基に作成
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(㎡
）

持家 ㎡/戸

借家 ㎡/戸

対象 民間賃貸住宅の家主

大阪賃貸経営協会、大阪中央共同住宅経営協会会員

　　大阪府認可の社団法人、大家の団体、S44年設立、

　　会員約600名（現在380名）

方法 聞き取り調査 協会の理事、幹事　3名

質問紙調査 配布・回収とも郵送(一部手渡し）

票数 配布 216票、回収 64票、回収率29.6%

質問 ・家主のプロフィール　 年齢、職業、業態、収入における賃貸経営の割合など

・所有物件 物件数、建物種別、築年、空家率など

・賃貸経営 情報ネットワーク、経営上の重視事項、後継者など

・賃貸住宅の魅力化 魅力化への関心度、魅力を付加した物件の保有

期間 2017.11

＊アンケートは摂南大学研究倫理委員会の承認を得て実施した。



 

資制度」、「特定優良賃貸住宅」から優良な民間賃貸住宅

の家賃補助「民間すまいりんぐ」（平成 16 年で新規建設

停止）、「新婚世帯向け家賃補助制度」(平成 3 年、現在は

新規募集停止、平成 30 年で終了)など定住促進と居住支

援を図る政策を導入してきた。また、長屋や木造賃貸住

宅の多い密集住宅市街地においては「耐震診断・改修補

助事業」「民間老朽住宅の建て替え支援事業」などが取り

組まれ、近年は空き家や木造老朽住宅の建て替え、スト

ック活用などが課題となっている。 

 

４. 事前調査による大阪市の民間家主の概要 

 事前に協会の代表者に聞き取った内容は以下である。

大阪市の賃貸住宅は、元々船場辺りで商売や製造業を営

んでいた人が副業で始めたものが多く、現在の家主は当

時の所有者の子孫に当たる。そのため、賃貸業は個人や

家族で営み、近年は本業の不動産業に移行した人が多い

ものの、家族や個人で経営する人も少なくない。よって、

物件管理は個人の場合もあるが、一般的には「トラブル

への対応から、業者に一括して委託する方が安心」であ

り、入居者募集も業者に一任している。しかし、入居者

募集については「借り手がネットで物件検索する時代に

なり、古い物件は見てもらえない」「業者も古い物件には

借り手を探してこない」と不安を募らせている。所有物

件の魅力化については、「広い住戸は魅力であるが、大阪

は首都圏より家賃相場が低く、採算性を考えると実現は

かなり難しい」「ファミリー向け 1 戸とワンルーム 2 戸

を比べるとワンルーム 2 戸を選択する」「大阪市内には

全戸が民泊の賃貸マンションも出ている」という意見が

聞かれた。新しい価値について尋ねると「デザイン性の

高い住宅には関心がある」「女性専用や家具付きなど借り

手を絞った住宅は魅力」としながら「建築家へのコンタ

クト、魅力の伝え方や広報の仕方が分からない」という

声があり、ハードルが高いことが窺える。そのため会員

からは「設計・不動産・金融・広報を一括して相談でき

る」ことを求める声が上がっている。 

 

５.家主へのアンケート調査結果 

5.1 回答者の属性 

 回答者の属性、所有物件を表 3 に示す。年齢は 70 代

以上が約半数、60 代も併せて 3/4 となる。業態は、専業

の不動産会社経営が 40.6%(n=26)、個人事業者が 15.6%

（n=10）、両者を併せ専業の賃貸経営が 67.2%、副業は

32.8%、うち他業種の経営者は 23.4%(n=15)である。賃

貸収入は 600-1000 万(31.7％)、1000 万以上(30.2％)、

200-600 万(23.8％)であり、全収入のうち賃貸住宅によ

る収入が 5 割以上を占める家主は約 7 割である。経営年

数は 21-30 年が 23.4％、41-50 年が 18.8%、31-40 年が

17.2％と、約半数が 30 年以上のキャリアである。また、

1 割は 50 年以上も経営に携わっている。賃貸業の後継者

は「あり」が 70.3％、「なし」が 26.6％であり、専業・

副業問わず約 3／4 は後継者がいる。 

表 3 回答者の属性と所有物件 

 

 

図 2 築 20年以上の所有棟数(家主の年齢別 

◆回答者の属性 人 % 人 %

性別 男 48 76.2 賃貸住宅による 200万以下 1 1.6

女 11 17.5 収入（年） 200-600万 15 23.8

不明 4 6.3 600-1000万 20 31.7

年齢 30代 2 3.2 1000万以上 19 30.2

40代 2 3.2 3000万以上 6 9.5

50代 10 15.9 不明 1 1.6

60代 19 30.2 賃貸住宅による 1-2割 8 12.5

70代 17 27.0 収入割合
*2 3-4割 8 12.5

80代 12 19.0 5割 4 6.3

不明 1 1.6 6-7割 12 18.8

業態 専業 43 67.2 8-9割 12 18.8

 (内) 10割 15 23.4

　不動産業経営 (26) 不明 5 7.8

　個人事業者 (10) 経営年数 0-10年 8 12.5

副業 21 32.8 11-20年 10 15.6

 (内) 21-30年 15 23.4

　他業種経営 (15) 31-40年 11 17.2

　主婦等 (2) 41-50年 12 18.8

51-60年 4 6.3

後継者 あり 45 70.3 61年以上 2 3.1

 (内）専業 (30) 不明 2 3.1

        副業
*1 (15)

なし 17 26.6

不明 2 3.1

*1　副業は卸売業、製造業、ｻｰﾋﾞｽ業が主である

*2　収入全体に占める賃貸住宅の収入割合

◆所有物件 単位：人

1棟 2棟 3棟 4棟 5-9棟 10棟－
n=19 n=17 n=7 n=4 n=13 n=4 (%)

長屋 1 3 1 2 5 3 15 23.4

ﾏﾝｼｮﾝ＊3 18 14 5 4 12 4 57 89.1
なし 1 4 1 6 9.4
1 17 6 1 1 3 1 29 45.3
2 6 1 2 9 14.1
3 5 5 7.8
4 2 2 4 6.3
5ー9 5 1 6 9.4
10－ 2 2 3.1
不明 1 1 1 3 4.7
なし 5 4 9 14.1
1 14 5 1 1 2 23 35.9
2 6 2 1 2 11 17.2
3 3 2 1 6 9.4
4 2 3 5 7.8
5ー9 4 2 6 9.4
10－ 1 1 1.6
不明 2 1 3 4.7
なし 7 6 13 20.3
10%未満 7 4 4 2 8 2 27 42.2
10-19% 2 3 1 1 3 1 11 17.2

空室率 30-39% 1 1 2 3.1
40-49% 1 1 1.6
50%以上 1 1 2 3.1
不明 1 4 2 1 8 12.5

*3　賃貸ﾏﾝｼｮﾝの所有件数：1棟=24、2棟=13、3-4棟＝11、5-10棟=7、11-15棟=2
　　(単位=人)
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5.2 所有物件 

 所有物件の棟数は１棟(n=19)、2 棟(n=17)、5-9 棟

(n=13)の順であり、5 棟未満が全体の 73.5%を占める。

長屋を所有する家主は 23.8%、賃貸マンションは 89.0% 

 所有物件の規模は 10戸以上／棟の件数を尋ねたところ、

1 棟が 45.3％、2 棟が 14.1％、無が 9.4％と、全体的に

小規模である。老朽物件について、事前調査で「賃貸住

宅は築 20年経つと主に設備面で老朽となる」と示され、

築 20 年以上の物件の有無を尋ねた。結果、老朽物件が

「ない」は 14.1％であり、家主の 85.9％は少なくとも 1

棟以上の老朽物件をもつ。5 棟以上の老朽物件を所有す

る家主も約 1割あり、年齢別では 60代以上だけでなく、

40-50 代においても更新の問題を抱えている(図 2)。一方、

空室率は(表 2)、10%未満が 40.6％、空室なしが 20.3％、

10-19％が 17.2％と、現段階では老朽物件であっても、

都心立地のため比較的空室率は低いといえよう。但し、

空室の有無が不明の家主が 1 割近くあり、物件管理を業

者に任せたままの状態と思われる。 

5.3 老朽物件の更新と情報ネットワーク 

 老朽物件への対応を年代別にみると (図 3)、40 代以下

は「改修して使用」の意向を示しているが、50 代、 

60 代、70 代は「決まっていない」が最も多く、60 代で

は「決まっていない」が「改修」の 2 倍である。70 代、

80 代は「改修」「建て替え」とともに、僅かではあるが

「売却」を考える家主も存在する。物件の更新は高齢に

なるほど自身の状況がさまざまであり、相続や継承の問

題、更新費用、市場動向など複数の側面から検討が必要

であり、対応を決めかねている家主も少なくない。賃貸

経営の今後の見通しは（図 4）、「かなり不安」「やや不安」

を合わせて 7-8 割が不安を感じている。家主の不安は後

継者がいる場合の方がより大きく、専業・副業の別では

専業の方が大きい。 

 賃貸経営に関わる情報ネットワークとして、困りごと

が発生したときの相談先、情報入手先を尋ねた。相談先

は(図 5)、半数以上が専門家、家族、業者（サブリース等）

を挙げ、なかでも最もよく相談するのは家族である。情

報入手先は（図 6）、業者が最も多く（62.5%）、次いで

所属する協会の相談会やセミナー(50.0%)である。協会は

国や各種団体の新規事業、政策動向など多くの情報を提

供しているものの、活用しているのは半数である。また、

相談先・情報入手先ともにインターネットの活用が 4 割

に留まるのは、家主の年代を反映している。 

5.4 賃貸住宅経営における重点と経営志向 

 賃貸経営に対する考えを把握するため、採算性や金銭 

 

図 3 老朽物件への対応     図 4 賃貸経営の見通し      図 5 業務上の相談先   図 6 情報入手先 

表 4 賃貸経営における重視項目間の相関     

図 7 賃貸経営における重視度 （n=64）      



 

表 5 建築雑誌掲載の賃貸住宅紹介文 搬出頻度上位ワード     

抽出語 頻度 抽出語 頻度 抽出語 頻度 抽出語 頻度

住宅 199 設計 48 木造 35 住まい 27

住戸 171 繋がる 47 エリア 34 生まれる 27

空間 144 部屋 47 改修 34 多様 27

建物 131 共用 46 階段 34 耐震 27

街 123 窓 46 シェア 33 大きい 27

敷地 105 配置 45 屋根 32 年 27

建築 103 庭 42 開く 32 プロジェクト 26

地域 98 アパート 41 玄関 32 建つ 26

集合 94 開口 41 床 31 見える 26

計画 91 感じる 41 中庭 31 思う 26

人 82 自然 41 豊か 31 緑 26

環境 80 設ける 41 既存 30 オーナー 25

考える 74 都市 41 行う 30 プラン 25

壁 74 ひとつ 39 土地 30 位置 25

生活 71 スペース 38 構成 29 確保 25

持つ 68 可能 37 住人 29 距離 25

戸 55 関係 37 新しい 29 結果 25

賃貸 54 さまざま 36 テラス 28 光 25

道路 54 高い 36 異なる 28 今回 25

路地 53 周辺 36 使う 28 多い 25

住む 51 全体 36 将来 28 風景 25

部分 51 外 35 想定 28 バルコニー 24

構造 50 外部 35 内部 28 プライベート 24

居住 49 周囲 35 利用 28 下 24

場所 49 住 35 領域 28 街並み 24

新建築掲載記事過去5年間66件　使用ソフトKhcoder

表 6 建築雑誌の紹介文 搬出頻度上位 50ワードの分類      

面、物件の基本条件、顧客満足度や広報などソフト面の

3 つ側面、計 12 項目を提示し、各項目への重視度を 5

段階で問うた（図 7）。単純集計では、半数以上が「重要」

としたものは、空室回避、利益、物件の立地、借り手の

満足度であり、逆に、築年数、デザインの良さ、広報は

さほど重視されていない。次に、12 項目間の相関をみる

と(表 4)、「差別化」と「広さ」「設備」「立地」という物

件の基本条件との関係がみられる。但し、これらの基本

条件以上に「広報」「デザイン」が「差別化」と強い相関

関係がある。つまり、他との差別化を図ろうとしている

家主は、間取り、立地などの従来の物理的条件による物

件価値はもちろんのこと、それ以上にデザインなどの付

加価値を重視し、物件のよさを広く宣伝する意向を持つ

のではないかと推測できる。 

5.5 所有物件の魅力化 

 賃貸住宅の新たな価値を表すキーワードを探るため、

過去 5 年間に『新建築』に掲載された賃貸住宅 66 件の

解説文から出現頻度の多いワードを抽出した（使用ソフ

ト Khcoder)。『新建築』は建築家の提案や新たな試みの

住宅が掲載されているため対象とした。抽出した出現頻

度上位 50 語を表 5 に、さらに類似語を整理したものを

表 6 に示す。『新建築』では「まち」「地域」「環境」「つ

ながる」「共有」「自然」など周辺環境やコミュニティに

関連する単語の出現回数が多くみられた。これらのキー

ワードと協会への事前調査をもとに、アンケートでは、

付加価値を表す 11 項目「緑、広い住戸、DIY ができる

住戸、入居者が交流できるスペース、地域に開かれた憩

いの場、デザインの良さ、菜園付き住宅、家具付き住宅、

ゆったりした共用空間、ターゲットを絞った特徴的な住

宅、シャアハウス」を提示し 5 段階で関心度を尋ねた(図

8)。結果、家主にとって｢かなり魅力｣は｢広い住戸｣「対

象を絞った特徴的な住戸」｢緑｣であり、｢やや魅力｣も併

せると、｢ゆったりした共用部｣｢デザインのよさ｣｢家具付

き住戸」に関心がみられる。一方、メディアで注目され

る｢シェアハウス｣は家主には魅力でないことが分かる。 

次に、物件の魅力化を図ろうとする家主の条件や考え

を見出すため、上記回答を目的変数、家主の属性、賃貸

経営の志向性、情報ネットワークを説明変数としてステ

ップワイズ法による重回帰分析を行った(表 7）。目的変

数は上記 11 項目の 5 段階評価で「かなり魅力」「やや魅

力」に回答がある場合を「1」、それ以外を「0」とし、

11 項目の点数を合算し得点とした。説明変数は、属性(性

別ダミー、年齢、専業ダミー、賃貸住宅による収入、賃

貸住宅による収入割合、築 20 年以上の物件数、賃貸経

営年数、空室率)、経営志向性は以下 5 項目の重視度（売

却益期待、資産維持、他物件との差別化、所有物件の増

加、借り手満足度）、情報ネットワーク（情報入手先、専

門家への相談頻度）の回答とし、全項目に回答のある

n=33 を分析対象とした。結果、家主の属性は、賃貸住

宅による収入割合と築 20 年以上の物件数が顕著な効果

を示し、賃貸住宅以外に収入源があり、老朽物件が多い

ほど付加価値に魅力を感じる傾向にある。志向性では物

件の売却益を期待していないほど、付加価値に魅力を感

じやすい。ネットワークに関する 2 変数はいずれも正の

効果を持ち、雑誌やインターネットなど情報入手チャン

ネルが多く、専門家に相談する機会が多いほど魅力を感

じる傾向がある。結果の解釈は様々にあり得るが、賃貸

住宅の魅力化への主要なキーとして、家主自身のもつ条

件、差別化への動機、契機が関与すると考えられる。す

なわち、物件の基本条件が整っていたとしても、家主自

身が売却益に固執したり、狭い範囲の情報や専門家に相

談していない場合には、付加価値に目を向けにくいと思

われる。逆に、物件の物理的な基本条件があるうえで、

賃貸住宅以外の収入があるなど、物件ごとの利益にさほ 

 

 

 

カテゴリ

1 周辺環境 街 地域 周囲 風景
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3 自然環境 緑 自然 中庭 庭

4 住居環境 環境 部屋

＊各カテゴリの単語の出現頻度合計の昇順に表記

単語



 

    

図 8 賃貸住宅の付加価値に対する家主の関心度     

どこだわらなくてよい状況、さらに家主が幅広く情報収

集し、専門家の意見を得られる機会が多ければ、付加価

値に目を向ける傾向があることが示唆される。 

 

６.まとめ 

 民間賃貸住宅の家主の大半は、家族や業者に相談しな

がら小規模経営であり、経営年数も長く高齢化している。

家主の 9 割は老朽物件を有するが、今後の更新は不透明

な場合が多く、後継者がいるほど賃貸経営にも不安を感

じている。さらに、借り手の家探しがインターネットに

移行し、老朽物件が選ばれない不安もある。そのような

か、所有物件の魅力化を図ろうとする家主は、老朽物件

の更新問題を抱えているものの、賃貸住宅の家賃収入以

外に収入源があり、必ずしも物件ごとの採算性を最優先

しなくてもよい状況の場合が多い。さらに、所有物件が

借り手から選ばれる住宅となるために、差別化を図ろう

としている。これらの条件と動機をもつ家主が、幅広い

情報や専門的なアドバイスを得ることができれば、物理

的条件だけでなく、庭や緑、豊かな共用部、特徴ある住

戸、外観デザインなど新たな価値に目を向け、物件の魅

力をアピールする広報にも重きを置く傾向にあるといえ

る。高齢の家主にこれらの条件はハードルが高いが、賃

貸住宅の魅力化を図っていくには、物件を有する家主の

意向をふまえた情報提供が非常に重要である。さらに、

設計・不動産・金融・広報を横断的につなぐ仕組みの構

築が望まれる。本調査では、大阪市の民間家主のおおま

かな傾向は掴めたものの、サンプル数が少なく、今後は

より多くの家主への調査を通じて、実像と更新の対策を

検討したい。 
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脚注 

1  現在、日本の住宅ストックは、持家が 3,037万戸、借家が 1,774

戸（36.3%）借家のうち 1,343万戸（借家の約 76％）が民間借家

である。（出典：国土交通省 社会資本整備審議会 民間賃貸住

宅部会資料） 

2 大阪では江戸から昭和初期まで「裸貸」という独自の借家経営

システムが採られていた。 

3  大阪賃貸経営協会は大阪府認可の社団法人であり、S44年に設立

された大家団体である。現在会員は 380 名、セミナーや法律相

談などを実施している。 

 

 

 

表 7 賃貸住宅の付加価値に対する魅力認知の規定要因   
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デザインの良さ

菜園のある共用部

家具付き住戸

ゆったりした共用部

対象を絞った特徴的な住戸

シャアハウス

かなり魅力 やや魅力 どちらでもない

あまり魅力ではない 魅力ではない 不明

偏回帰

係数
標準誤差

標準化

偏回帰

係数

t 値 有意確率

(定数) -1.828 5.444 -0.336 0.741

属性 性別ダミー（男性1） 1.135 2.011 0.170 0.565 0.580

年齢 0.618 0.632 0.309 0.979 0.341

専業ダミー（専業1） 1.677 1.127 0.298 1.488 0.155

賃貸住宅による収入 0.043 0.558 0.018 0.077 0.940

賃貸住宅による収入割合 -0.465 0.175 -0.612 -2.662 0.016

築20年以上の物件数 0.755 0.377 0.444 2.001 0.062

賃貸経営年数 -0.220 0.390 -0.148 -0.564 0.580

空き家・空室率 -0.071 0.320 -0.048 -0.221 0.828

志向性 売却益期待に対する重視度 -0.779 0.397 -0.366 -1.961 0.066

資産維持に対する重視度 -0.721 0.706 -0.228 -1.021 0.322

他物件との差別化に対する重視度 -0.916 0.575 -0.324 -1.593 0.130

物件数増加に対する重視度 0.455 1.119 0.081 0.407 0.689

借り手満足に対する重視 0.969 0.887 0.228 1.092 0.290

ネットワーク 情報入手チャンネル(入手先数） 1.058 0.404 0.505 2.620 0.018

専門家への相談頻度 0.783 0.412 0.372 1.899 0.075

調整済みR 2 0.358

有意確率 0.061

N 33

＊表は賃貸住宅の付加価値を示す11項目への関心度を目的変数とした重回帰分析の結果


